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つくば市耐震改修促進計画の計画期間の延長と施策内容の追加について 

 

１ 耐震改修促進計画策定の背景について 

 平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災で建築物の倒壊は、昭和５６年の建築基準法改正以前

の旧耐震基準によって設計された建築物に多くみられたことから、地震による被害を減少させるため

に旧耐震の建築物の耐震化を推進することが求められました。 

 国土交通省の「住宅・建築物の地震防災推進会議」では、住宅及び特定建築物の耐震化率を現

状の約７５％から９０％にすることが提言されました。 

 平成１８年には建築物の耐震改修の促進に関する法律（以下、本計画において単に「法」という場

合には、当該法律を指す。）が改正され、地方公共団体は、計画的に耐震化を推進していくために

「耐震改修促進計画」を策定することになりました。 

 

２ つくば市耐震改修促進計画の策定からこれまでについて 

 つくば市では、茨城県が平成１９年３月に「茨城県耐震改修促進計画」を策定したのを受け、平成 

２０年３月に「つくば市耐震改修促進計画」を策定し、計画期間の延長を経て、令和３年度を計画期

間の最終年度として建築物の耐震化を進めてきました。市有特定建築物は、計画目標をほぼ達成

する水準に至りましたが、民間住宅等を含め目標までには到達しておりません。依然として旧耐震基

準の建築物も残されている状況にあります。  

国では、東日本大震災を踏まえ、今後予想される南海トラフの巨大地震や首都直下地震における

被害軽減を図るため、平成２５年１１月に法を改正しました。 

また、平成３０年６月に発生した大阪府北部を震源とする地震によるブロック塀等の倒壊被害を踏

まえ、平成３０年１１月には、法施行令の改正を行っています。 

 

３ つくば市耐震改修促進計画の計画期間の延長について 

(１) 国の基本方針 
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国は、南海トラフ地震防災対策推進基本計画（平成２６年３月中央防災会議決定）等を踏ま

え、「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（平成１８年１月２６日

国土交通省告示第１８４号（以下、「基本方針」という。））」の一部を改正しました（令和３年１２月

２１日国土交通省告示第１５３７号）。 

(２) 茨城県耐震改修促進計画 

茨城県は、基本方針に基づき、令和４年３月、「茨城県耐震改修促進計画（以下、「県計画」と

いう。）」を改定しました。 

改定した県計画では、新たな耐震化の目標を設定し、計画期間を令和７年度までとしていま

す。 

(３) つくば市耐震改修促進計画 

つくば市においても、基本方針及び県計画と整合を図り、計画期間を令和７年度まで延長する

とともに、新たな耐震化の目標を定め、計画を進めていきます。 

 

４ つくば市耐震改修促進計画の計画期間延長の概要 

(１) 計画の位置づけ 

本計画は、法、基本方針及び県計画に基づき策定します。 

(２) 計画の期間 

平成２０年度から令和７年度まで 

（現計画を４年間延長する。） 

(３) 想定する地震 

茨城県では、地震被害想定調査において、県及びその周辺における過去の地震被害や断層の

分布状況を踏まえ、茨城県に大きな被害をもたらすおそれのある想定地震を設定しており、県計

画で想定する地震は、そのうち、以下の３つの地震としています。 

よって、つくば市の計画で想定する地震も、県計画で想定する地震とします。 
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地震名 想定の観点 主な特徴 

茨城県南部の地震 

内閣府が設定した首都直下のマ

グニチュード７クラスの地震の中で

県南部地域に影響のある地震 

県南・県西地域を中心に揺れや火災

の被害が多く発生する地震 

Ｆ１断層、北方陸域の

断層、塩ノ平地震断層

の連動による地震 

原子力規制委員会で検討が行わ

れた県北部の活断層による地震 

県北地域の沿岸部で震度６強から震

度７を計測する地域で揺れによる被

害が特に多く発生する地震 

茨城県沖から房総半

島沖にかけての地震 

茨城県が平成２４年度に実施した

津波浸水想定の対象地震 

県央から鹿行、県南にかけて液状化

や揺れによる被害が広く分布し、沿

岸部全域にわたって津波被害も発生

する地震 

(４) 耐震化の現状 

住宅、民間の特定建築物等及び市有の特定建築物等※１の耐震化率は以下のとおりです。 

・住宅 （県内） ８９．６％ （茨城県により推計された平成３０年度時点の値） 

・民間の特定建築物等 （県内） ８７．２％ （茨城県により推計された令和３年度時点の値） 

・市有の特定建築物等 １００％ 

(５) 耐震化の目標 

基本方針及び県計画との整合を図り、目標を設定します。 

❏住宅 

・令和１２年度までに耐震性が不十分な住宅をおおむね解消する。 

❏住宅以外の建築物 

・令和７年度までに、耐震性が不十分な耐震診断義務付け対象建築物※2をおおむね解消

する。 

 

※１ 【資料編／資料１】参照 

※２ 要安全確認計画記載建築物（法第５条第３項第１号・第２号（本計画P７～８で位置付け）、第６条第３項第１号）

又は要緊急安全確認大規模建築物（法附則第３条）をいう。 
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５ 耐震診断・改修の促進を図るための施策 

現行計画の各施策を継続して実施するとともに、基本方針及び県計画と整合を図るための新たな

施策を行います。 

基本方針及び主な施策の内容は、次のとおりとします。 

 

５－１ 基本方針 

建築物の所有者等が耐震診断・改修等を行いやすくするための環境整備や助成制度の整備に努

めるとともに、地震時の総合的な安全対策を推進します。 

５－２ 現行計画の各施策の内容 

〇建築物の耐震診断・改修の助成制度の整備 

  ・無料で木造住宅耐震診断士を派遣し、建築士等の専門家による耐震診断を実施 

  ・耐震診断の結果、改修が必要となった場合の工事費用の補助 

○地震時の総合的安全対策 

  ・ブロック塀の安全対策 

  ・落下物の安全対策 

  ・エレベーターの安全対策 

  ・家具の転倒防止対策 

○安心して耐震診断・改修できる環境整備 

  ・相談窓口の設置 

  ・住宅耐震・リフォームアドバイザーの登録リストの公表 

○優先的に耐震化に着手すべき建築物 

  ・地震時に通行を確保すべき道路の沿道の耐震化促進 

○建築物の地震に対する安全性向上に関する啓発 

  ・地震防災マップの作成 

  ・地震防災マップの公表 

  ・相談体制・情報提供の充実 
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  ・自治会等との連携 

○耐震化を促進するための指導や命令等 

  ・法による指導、助言、指示等 

 

５－３ 実施している助成制度 

①つくば市木造住宅耐震診断士派遣事業 

概   要  無料で「茨城県木造住宅耐震診断士」を派遣し、耐震診断を実施 

対象建築物 

・昭和５６年５月３１日以前に建築された一戸建て等の木造住宅 

 （丸太組構造、プレハブ工法等は対象外） 

・階数は２階建て以下、延べ面積は３０㎡以上 

・併用住宅の場合は、住宅の用途の床面積が過半以上あること 

実 績 戸 数 

平成１７年度 １００戸 平成２６年度 １６戸 

平成１８年度 １３４戸 平成２７年度 １３戸 

平成１９年度 ３０戸 平成２８年度 ２０戸 

平成２０年度 ３０戸 平成２９年度 １４戸 

平成２１年度 ３３戸 平成３０年度 ６戸 

平成２２年度 １３戸 令和元年度 ４戸 

平成２３年度 ４５戸 令和２年度 ４戸 

平成２４年度 ２２戸 令和３年度 ７戸 

平成２５年度 １２戸     

②つくば市木造住宅耐震補強補助金交付事業 

概   要 
 地震発生時における住宅の倒壊等による災害を防止するため、 

木造住宅の耐震改修に要した費用の一部を補助 

対象建築物 

・昭和５６年５月３１日以前に建築された一戸建て等の木造住宅 

 （丸太組構造、プレハブ工法等は対象外） 

・階数は２階建て以下、延べ面積は３０㎡以上 

・耐震診断の結果、上部構造評点が１未満であり、耐震改修後の 

  上部構造評点が１以上となるもの 

・併用住宅の場合は、住宅の用途の床面積が過半以上あること 

実 績 戸 数 

平成２４年度 １戸 平成２９年度 ０戸 

平成２５年度 ５戸 平成３０年度 １戸 

平成２６年度 １戸 令和元年度 ０戸 

平成２７年度 １戸 令和２年度 ０戸 

平成２８年度 ０戸 令和３年度 １戸 
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③危険ブロック塀等撤去補助金交付事業 

概   要 

 危険ブロック塀等の倒壊による通学路や避難路※を通行する者への

被害を防止するため、危険ブロック塀等の撤去に要した費用の一部を

補助 

対   象 

・倒壊の危険性があり、倒壊によって通学路や避難路を通行する者に

危険を及ぼすおそれがあるつくば市内の組積造又は補強コンクリートブ

ロック造の塀 

・道路面に面する部分の高さが８０センチメートルを超えるもの。 

・土地の販売を目的としたものでないこと。 

・建築基準法その他関係法令に違反していないこと。 

・この制度による補助金の交付を受けていないこと。 

・建築基準法第４２条第２項道路のセットバック範囲内に危険ブロック

塀等が築造されていないこと。 

※通学路（児童生徒が市内の小中学校又は義務教育学校に通うため徒

歩又は自転車で通行する市内の道路の区間であって、各学校が認めたも

のをいう。）、緊急輸送道路（つくば市地域防災計画に定めるものをいう。）

及び防災関連施設等に連絡する道路（つくば市耐震改修促進計画に定め

るものをいう。）をブロック塀等の安全対策が必要な避難路として位置づけ

ます。 

実 績 戸 数 
令和２年度 ５戸 

令和３年度 ５戸 

 

５－４ 施策内容の追加について 

①住宅耐震化緊急促進アクションプログラム 

本計画に定めた住宅耐震化率の目標の達成に向け、住宅の耐震化をより一層促進するため、つく

ば市住宅耐震化緊急促進アクションプログラムを策定し、住宅耐震化に係る取組を位置付け、毎年

度その進捗状況を把握・評価するとともに、プログラムの充実・改善を図り、住宅の耐震化を強力に

推進します。 

②耐震診断義務付け対象建築物所有者への指導等 

耐震診断義務付け対象建築物について、早期に耐震診断を完了するよう所有者への指導等を

行うとともに、耐震性の不足が明らかになった場合には、本計画に設定した期間内に耐震改修等を

実施するよう指導等を行います。 
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６ 地震発生時に利用を確保すべき建築物について 

大規模な地震が発生した場合において、災害応急活動などその利用を確保することが公益上必

要な建築物は、耐震性が不足する場合、優先的に耐震化の促進を図る必要があります。 

このため、県計画においては、次の要件のいずれかに該当する既存耐震不適格建築物※を、法第

５条第３項第１号の規定に基づく防災拠点建築物として位置付けています。対象建築物の所有者

は、法第７条の規定に基づき、要安全確認計画記載建築物として耐震診断を行い、その結果を令

和７年３月までにつくば市に報告することが義務付けられます。また、報告を受けたつくば市は、耐震

診断結果の公表を行います。 

本計画では、耐震性が不十分な対象建築物を令和７年度までにおおむね解消することを目標とし

ます。 

 

※ 地震に対する安全性に係る建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合しない建築物で、同法第３

条第２項の規定に適用を受けている既存不適格建築物であって、耐震不明建築物（昭和５６年５月３１日以前に新築

の工事に着手したもので、地震に対する安全性が明らかでない建築物）であるもの。 

 

■要件 

①つくば市の災害対策本部が設置される建築物 

・つくば市役所（本庁舎に限る。） 

②茨城県地域防災計画において災害拠点病院として位置付けられている病院 

③災害対策基本法に基づきつくば市が指定する指定緊急避難場所及び指定避難所のうち、その

規模及び用途等が、法第１４条に規定する特定既存耐震不適格建築物の要件に該当する建築

物（所有者に意見を聴いたものが対象となります。） 

 

７ 地震発生時に通行を確保すべき道路について 

大規模な地震が発生した場合に、建築物の倒壊を防止し道路の通行を確保する必要がある道路

として、以下の道路を位置付けることとし、対象建築物の耐震化の促進を図ります。 
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(１) 耐震診断義務付け道路 

県計画においては、広域の緊急輸送を担う交通軸である道路（高速道路・直轄国道等）及びそ

れらの道路から重要拠点へのアクセス道路を、法第５条第３項第２号に基づき、沿道の対象建築

物に耐震診断を義務付ける道路として位置付けています（【資料編／資料３】参照）。対象建築物

は、【図１－１】、【図１－２】の要件に該当する通行障害既存耐震不適格建築物※（所有者に意見

を聴いたものが対象となります。）で、その所有者は、法第７条の規定に基づき、要安全確認計画

記載建築物として耐震診断を行い、その結果を令和７年３月までにつくば市に報告することが義務

付けられます。また、報告を受けたつくば市は、耐震診断結果の公表を行います。 

本計画では、耐震性が不十分な対象建築物を令和７年度までにおおむね解消することを目標

とします。 

 

※ 地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な非難を困難とするお

それがある建築物であって、既存耐震不適格建築物であるもの。 

 

【図１－１】対象となる建築物の要件（法施行令第４条第１項第１号） 

 

倒壊した場合において、前面道路の過半を閉塞するおそれ 

  のある建築物（高さ６ｍを超えるもの） 

 

 

【図１－２】対象となる組積造の塀の要件（法施行令第４条第１項第２号） 

 

倒壊した場合において、前面道路の通行を妨げ、多数の者 

の円滑な避難を困難とするおそれがある組積造の塀で建物 

に附属するもの（長さ２５ｍを超えるもの） 
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(２) 耐震化努力義務道路 

茨城県は、茨城県地域防災計画に位置付ける第一次・第二次・第三次緊急輸送道路（【資料

編／資料２】参照）のうち、耐震診断義務付け道路を除く道路を、法第５条第３項第３号に基づく

道路として指定し、当該道路沿道の通行障害既存耐震不適格建築物に耐震診断や耐震改修の

努力義務を課すこととしています。これにより、対象建築物について必要な耐震診断又は耐震改

修が行われていないと認めるときは、当該建築物の所有者に対し、つくば市が必要な場合に指示

をすることができることとなります。 

 

 

  



10 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資  料  編 

 

 

  



11 
 

資料１ 耐震改修促進法に定められる特定建築物 
特定建築物とは、以下の表の用途、規模の要件に該当し、かつ、建築基準法等の耐震関連規定に適合して

いない建築物をいいます。本計画においては、昭和５６年６月以前に建てられた旧耐震の建築物をいいます。 

用 途 

特定既存耐震不適格建築物 （法第１４条） 

指導・助言対象 

（法第１５条第１項） 

指示対象 

（法第１５条第２項） 

耐震診断義務付け対象 

（法附則第３条） 

学 校 小学校、中学校、中等教育学校の前期課程

若しくは特別支援学校 

階数２以上かつ１,０００㎡以上 

※屋内運動場の面積を含む 

階数２以上かつ１,５００㎡以上 

※屋内運動場の面積を含む 

階数２以上かつ３,０００㎡以上 

※屋内運動場の面積を含む 

上記以外の学校 階数３以上かつ１,０００㎡以上 

  

体育館(一般公共の用に供されるもの) 階数１以上かつ１,０００㎡以上 階数１以上かつ２,０００㎡以上 階数１以上かつ５,０００㎡以上 

ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類する運

動施設 

階数３以上かつ１,０００㎡以上 階数３以上かつ２,０００㎡以上 階数３以上かつ５,０００㎡以上 

病院、診療所 階数３以上かつ１,０００㎡以上 階数３以上かつ２,０００㎡以上 階数３以上かつ５,０００㎡以上 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 階数３以上かつ１,０００㎡以上 階数３以上かつ２,０００㎡以上 階数３以上かつ５,０００㎡以上 

集会場、公会堂 階数３以上かつ１,０００㎡以上 階数３以上かつ２,０００㎡以上 階数３以上かつ５,０００㎡以上 

展示場 階数３以上かつ１,０００㎡以上 階数３以上かつ２,０００㎡以上 階数３以上かつ５,０００㎡以上 

卸売市場 階数３以上かつ１,０００㎡以上 

  

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 階数３以上かつ１,０００㎡以上 階数３以上かつ２,０００㎡以上 階数３以上かつ５,０００㎡以上 

ホテル、旅館 階数３以上かつ１,０００㎡以上 階数３以上かつ２,０００㎡以上 階数３以上かつ５,０００㎡以上 

賃貸住宅(共同住宅に限る。)、寄宿舎、下宿 階数３以上かつ１,０００㎡以上 

  

事務所 階数３以上かつ１,０００㎡以上 

  

老人ホーム、老人短期入所施設、福祉ホームその他これ

らに類するもの 

階数２以上かつ１,０００㎡以上 階数２以上かつ２,０００㎡以上 階数２以上かつ５,０００㎡以上 

老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉セン

ターその他これらに類するもの 

階数２以上かつ１,０００㎡以上 階数２以上かつ２,０００㎡以上 階数２以上かつ５,０００㎡以上 

幼稚園、保育所 階数２以上かつ５００㎡以上 階数２以上かつ７５０㎡以上 階数２以上かつ１,５００㎡以上 

博物館、美術館、図書館 階数３以上かつ１,０００㎡以上 階数３以上かつ２,０００㎡以上 階数３以上かつ５,０００㎡以上 

遊技場 階数３以上かつ１,０００㎡以上 階数３以上かつ２,０００㎡以上 階数３以上かつ５,０００㎡以上 

公衆浴場 階数３以上かつ１,０００㎡以上 階数３以上かつ２,０００㎡以上 階数３以上かつ５,０００㎡以上 

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールそ

の他これらに類するもの 

階数３以上かつ１,０００㎡以上 階数３以上かつ２,０００㎡以上 階数３以上かつ５,０００㎡以上 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサー

ビス業を営む店舗 

階数３以上かつ１,０００㎡以上 階数３以上かつ２,０００㎡以上 階数３以上かつ５,０００㎡以上 

工場(危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物

を除く。) 

階数３以上かつ１,０００㎡以上 

  

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成す

る建築物で旅客の乗降又は待合の用に供するもの 

階数３以上かつ１,０００㎡以上 階数３以上かつ２,０００㎡以上 階数３以上かつ５,０００㎡以上 

自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車

のための施設 

階数３以上かつ１,０００㎡以上 階数３以上かつ２,０００㎡以上 階数３以上かつ５,０００㎡以上 

保健所、税務署その他これに類する公益上必要な建築物 階数３以上かつ１,０００㎡以上 階数３以上かつ２,０００㎡以上 階数３以上かつ５,０００㎡以上 

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 政令で定める数量以上の危険物を

貯蔵、処理する全ての建築物 ５００㎡以上 

階数１以上かつ５,０００㎡以上 

（敷地境界線から一定距離以内に

存する建築物に限る） 

避難路沿道建築物 耐震改修促進計画で指定する避難路の沿道建築物であって、前面道路幅

員の１/２超の高さの建築物（道路幅員が１２m 以下の場合は６m 超） 

耐震改修促進計画で指定する重要

な避難路の沿道建築物であって、

前面道路幅員の１/２超の高さの建

築物（道路幅員が１２m 以下の場合

は６m 超） 

防災拠点である建築物 

  

耐震改修促進計画で指定する大規

模な地震が発生した場合において

その利用を確保することが公益上

必要な、病院、官公署、災害応急

対策に必要な施設等の建築物 

※太枠内は要安全確認計画記載建築物を示す。 
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資料２ 指定緊急輸送道路一覧 

県計画により指定された道路は、第一次緊急輸送道路、第二次緊急輸送道路、第三次緊急輸送
道路の３種類となっています。 

 
道路の種別 路線番号 路 線 名 起点側 終点側 

第
１
次
緊
急
輸
送
道
路 

高速自動車国
道 

Ｅ６ 常磐自動車道 
みどりの南境界(つくば
みらい市)から 

梶内境界(土浦市)まで 

〃 〃 
下広岡境界(土浦市)
から 

吉瀬境界(土浦市)まで 

一般国道自動
車専用道路 

Ｃ４ 
首 都圏 中 央連
絡自動車道 

上郷境界(常総市)か
ら 

大井境界(牛久市)まで 

一 般 国 道 

６ 国道６号 
西大井 国道４０８号
交差（大井北交差点）
から 

稲岡境界(土浦市)まで 

〃 〃 
高見原一丁目境界(牛
久市)から 

高見原一丁目境界(牛
久市)まで 

１２５ 国道１２５号 
下大島境界(土浦市)
から 

寺具境界(下妻市)まで 

３５４ 国道３５４号 
真瀬境界(つくばみらい
市)から 

下広岡境界(土浦市)
まで 

４０８ 国道４０８号 
高崎境界(牛久市)か
ら 

田中 国道１２５号交
差（田中交差点）まで 

主要地方道 

１９ 取手つくば線 
谷田部 常磐自動車
道（谷田部 IC）から 

柳橋 首都圏中央連
絡自動車道（つくば中
央 IC）まで 

２４ 土浦境線 
天王台一丁目 主要
地方道土浦つくば線交
差（柴崎交差点）から 

西平塚 国道４０８号
交差（西平塚交差点）
まで 

４５ 
つ く ば 真 岡 線
（（仮）つくば SIC
供用から） 

真瀬 国道３５４号交
差（真瀬入口交差点）
から 

島名 一般県道土浦
坂東線交差まで 

一 般 県 道 

１２３ 
土 浦 坂 東 線
（（仮）つくば SIC
供用から） 

島名 首都圏中央連
絡自動車道（（仮）つく
ば SIC）から 

島名 主要地方道つく
ば真岡線交差まで 

２０１ 藤沢荒川沖線 
下大島 国道１２５号
交差から 

桜三丁目 つくば市道 
１０１４号線交差まで 

市 町 村 道  つくば市道 
１０１４号線 

天王台一丁目 主要
地方道土浦つくば線交
差（柴崎交差点）から 

桜三丁目 一般県道
藤沢荒川沖線交差ま
で  
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第
２
次
緊
急
輸
送
道
路 

主要地方道 

１４ 筑西つくば線 
上大島境界(桜川市)
から 

上大島境界(筑西市)
まで 

〃 〃 
上大島境界(桜川市)
から 

国松 一般県道沼田
下妻線交差まで 

〃 〃 
中菅間 一般県道沼
田下妻線交差から 

池田 国道１２５号交
差まで 

１９ 取手つくば線 
柳橋 首都圏中央連
絡自動車道（つくば中
央 IC）から 

春日一丁目 国道 
４０８号交差（春日一丁
目西交差点）まで 

〃 〃 
境松境界(つくばみらい
市)から 

谷田部 常磐自動車
道（谷田部 IC）まで 

２４ 土浦境線 
上郷境界(常総市)か
ら 

西平塚 国道４０８号
（西平塚交差点）まで 

〃 〃 
吉瀬境界(土浦市)か
ら 

竹園 主要地方道土
浦つくば線交差（学園
東交差点）まで 

４１ つくば益子線 
上大島 主要地方道
筑西つくば線交差から 

上大島境界(桜川市)
まで 

４６ 野田牛久線 
上岩崎境界(龍ヶ崎
市)から 

天宝喜境界(牛久市)
まで 

一 般 県 道 

２１４ 沼田下妻線 
国松 主要地方道筑
西つくば線交差から 

中菅間 主要地方道
筑西つくば線交差まで 

２３７ 花室牛久線 
竹園一丁目 主要地
方 道 土 浦 境 線 交 差
（学園東交差点）から 

小野崎 国道４０８号
交差（学園西交差点）
まで 

２４４ 妻木赤塚線 
小野崎 国道４０８号
交差（学園西交差）か
ら 

赤塚 国道３５４号交
差（稲荷前交差点）ま
で 

３５５ 
東 楢戸 真 瀬線
（供用開始から） 

真瀬境界(つくばみらい
市)から 

真瀬 国道３５４号交
差（真瀬入口交差点）
まで 

第
３
次
緊
急
輸
送
道
路 

一 般 国 道 ３５４ 国道３５４号 
みどりの 一般県道赤
浜谷田部線交差（上
萱丸交差点）から 

谷田部 国道３５４号
交差（谷田部交差点）
まで 

主要地方道 

１９ 取手つくば線 
東京ガス（株）つくば支
社から 

研究学園一丁目 つく
ば市道交差（つくば市
役所前交差点）まで 

〃 〃 
研究学園一丁目 つく
ば市道交差（つくば市
役所前交差点）から 

研究学園五丁目 主
要地方道取手つくば線
交差（研究学園交差
点）から 

〃 〃 
学園の森三丁目 主
要地方道土浦境線交
差から 

西平塚 国道４０８号
交差まで 
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２４ 土浦境線 TX つくば駅から 
吾妻一丁目 国道 
４０８号交差（吾妻西交
差点）まで 

５５ 土浦つくば線 
下広岡境界(土浦市)
から 

竹園一丁目 主要地
方道土浦境線交差（学
園東交差点）まで 

一 般 県 道 

１３３ 赤浜谷田部線 
花島新田境界(つくば
みらい市)から 

みどりの つくば市道交
差（上萱丸交差点）ま
で 

１４３ 谷田部牛久線 つくば双愛病院から 
高崎 つくば市道交差
（高崎十字路交差点）
まで 

２１０ 谷田部藤代線 
境田 つくば市道交差
から 

飯田 つくば市道交差
まで 

市 町 村 道 

 
つくば市道 
１０１５号線、 
２０１７号線 

春日二丁目 国道 
４０８号交差（春日三
丁目交差点）から 

筑波メディカルセンター
病院まで 

 
つくば市道 
１級５５号線、 
５-１４２２号線  

柳橋 主要地方道取
手つくば線交差から 

筑波西武工業団地ま
で 

 
つくば市道 
１級５６号線 

御幸が丘地先から 御幸が丘地先まで 

 
つくば市道 
１級６６号線 

西大井 国道４０８号
交差（大井北交差点）
から 

高崎 一般県道谷田
部牛久線（高崎十字路
交差点）まで 

 
つくば市道 
２０２４号線 

松代四丁目 国道 
４０８号線交差（保健
所前交差点）から 

つくば保健所まで 

 
つくば市道 
２級４１号線 

境田 主要地方道取
手つくば線交差から 

境田 一般県道谷田
部藤代線交差まで 

 
つくば市道 
２級４６号線 

上横場 国道３４５号
交差から 

（財）筑波学園病院ま
で 

 

つくば市道 
４-１２８９号線、
４-１２５４号線、
４-１２５６号線 

上境 一般県道藤沢
荒川沖線交差から 

つくばヘリポート管理事
務所まで 

 

つくば市道 
４-４２３０号線、 
１級５０号線、 
４-３１８９号線 

並木 主要地方道土
浦つくば線交差（並木
１丁目交差点）から 

筑波病院まで 

 
つくば市道 
５-１４２９号線 

御幸が丘 つくば市道
交差から 

苅間 つくば市道交差
まで 
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つくば市道 
５-１７１１号線 

研究学園一丁目 主
要地方道取手つくば線
交差（つくば市役所前
交差点）から 

つくば市役所まで 

 
つくば市道 
５-３４８３号線 

谷田部 一般県道谷
田部藤代線交差から 

沼尻産業（株）谷田部
物流センターまで 

 

つくば市道 
５-３６３９号線、
５-３６４２号線、
５-３６８７号線 

みどりの 国道３５４号
交差（上萱丸交差点）
から 

東日本高速道路（株）
関東支社つくば工事事
務所まで 

 
つくば市道 
７-３０２０号線 

研究学園一丁目 主
要地方道取手つくば線
交差（研究学園西交
差点）から 

つくば市消防本部まで 

 
つくば市道 
５-３３２３号線 

片田境界(つくばみらい
市)から 

沼尻産業(株)つくばア
ーカイブセンターまで 
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資料３ 耐震診断義務付け道路一覧 
県計画により指定された道路は、広域の緊急輸送を担う交通軸、広域の緊急輸送を担う交通軸から重

要拠点へのアクセス道路の２種類となっています。 
 
❏広域の緊急輸送を担う交通軸 

道路の種別 路線番号 路 線 名 起点側 終点側 

高速自動車国道 

E６ 常磐自動車道 
みどりの南境界(つく
ばみらい市)から 

梶内境界(土浦市)まで 

〃 〃 
下広岡境界(土浦市)
から 

吉瀬境界(土浦市)まで 

一般国道自動車専用
道路 

Ｃ４ 
首都圏中央連
絡自動車道 

上郷境界(常総市)か
ら 

大井境界(牛久市)まで 

一般国道 

６ 国道６号 
西大井 国道４０８号
交 差 （ 大 井 北 交 差
点）から 

稲岡境界(土浦市)まで 

〃 〃 
高見原一丁目境界
(牛久市)から 

高見原一丁目境界(牛
久市)まで 
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❏広域の緊急輸送を担う交通軸から重要拠点へのアクセス道路 

拠点名称 アクセス 

つくばへリポート管理 
事務所 

①常磐自動車道 土浦北 IC 
↓（国道１２５号） 
②県道藤沢荒川沖線との交差点 
↓（県道藤沢荒川沖線） 
③拠点前 

筑波記念病院 

①首都圏中央連絡自動車道 つくば中央 IC 
↓（主要地方道取手つくば線） 
②研究学園交差点 
↓（主要地方道取手つくば線） 
③春日１丁目西交差点 
↓（国道４０８号） 
④拠点前 

筑波大学附属病院 

①首都圏中央連絡自動車道 つくば中央 IC 
↓（主要地方道取手つくば線） 
②研究学園交差点 
↓（主要地方道取手つくば線） 
③春日１丁目西交差点 
↓（国道４０８号） 
④春日３丁目交差点 
↓（市道１０１５号線） 
⑤拠点前 

筑波メディカルセンター 
病院 

①首都圏中央連絡自動車道 つくば中央 IC 
↓（主要地方道取手つくば線） 
②研究学園交差点 
↓（主要地方道取手つくば線） 
③春日１丁目西交差点 
↓（国道４０８号） 
④春日３丁目交差点 
↓（市道１０１５号線 ～ 市道２０１７号線） 
⑤拠点前 

つくば国際会議場 

①首都圏中央連絡自動車道 つくば中央 IC 
↓（主要地方道取手つくば線） 
②研究学園交差点 
↓（主要地方道取手つくば線） 
③春日１丁目西交差点 
↓（国道４０８号） 
④学園西交差点 
↓（県道妻木赤塚線） 
⑤南大通り西交差点 
↓（県道土浦坂東線） 
⑥国際会議場入口交差点 
↓（市道２０１９号線） 
⑦拠点前 

 


